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6．問題冊子の余白等は適宜利用してもよい。

7．試験終了後、解答した解答用紙のみを提出すること。問題冊子は持ち帰ること。
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Ⅰ．次の文章を読んで、以下の問いに答えなさい。

　第二次世界大戦前の日本においては、 ①  という特権的な身分が存在したり、 ②  権
は男性のみに認められていたりしたなど、さまざまな差別が存在した。
　これに対して、日本国憲法は、 A  の下の平等を規定している。特権的な身分は廃止され、
性別に関係なく現在は ③  歳から ②  権を行使できるようになった。しかし、憲法で平
等を規定しているからといって、直ちにそれが実現できるわけではない。実際の社会には、多
くの不平等や差別が存在していることを忘れてはならない。
　まず、歴史的に形成され、近世に制度化された ④  差別は、解消をめざす運動が粘り強
く展開されてきたにもかかわらず、日本国憲法施行後も長らく残っていた。同和対策事業特別
措置法・地域改善対策特別措置法などの立法が講じられ、同和対策事業がすすめられた結果と
して、差別解消は大幅に前進している。
　また、社会において女性は差別されつづけ、「男は仕事、女は家庭」という固定的な B  
分業の考え方が根強く残った。こうしたなか、国連 C  条約の採択の影響を受けて、例え
ば、職場における男女平等の基本事項を定めた ⑤  法が制定された。このような社会の変
化と相互に影響を与えつつ、女性差別を打破し、女性の権利実現を目指す思想である D  
も発展していった。もっとも、女性差別に関連して、婚姻時の ⑥  の実現を含む民法改正
など、課題は残っている。
　これら以外にも、第二次世界大戦前の日本の植民地政策に由来する在日韓国・朝鮮人に対す
る差別や、北海道を中心に居住する E  などに対する差別も解決されなければならない。
さらに、障がい者やハンセン病の元患者、性的少数者（ ⑦  ）などに対する差別や偏見を
解消することも課題である。特に、 ⑦  については、日本では ⑧  が認められてないこ
とから、 ⑨  が各自治体によって用意されている（沖縄県内で初めて ⑨  を用意したの
は、 ⑩  市である）。

問１　空欄 A  ～ E  に当てはまる語句を解答欄に書きなさい。（各２点）
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※　解答はすべて解答用紙に記入すること。
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問２　空欄 ①  ～ ⑩  に当てはまる語句として、最も適切なものを下記の【語群】から
選び、ア～ノの記号を解答欄に記入しなさい。（各１点）

【語群】
　ア　同性婚 イ　沖縄 ウ　選択的夫婦別姓 エ　部落
　オ　士族 カ　20 キ　被選挙 ク　パートナーシップ制度
　ケ　華族 コ　異性婚 サ　LGBT シ　UNDP
　ス　選挙 セ　22 ソ　ICPO タ　夫婦財産契約
　チ　内縁 ツ　宮古島 テ　育児・介護休業 ト　那覇
　ナ　地域 ニ　貴族 ヌ　18 ネ　METI
　ノ　男女雇用機会均等
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Ⅱ．次の文章を読んで、以下の問いに答えなさい。

　日本は、 ①  宣言を受諾して、連合国に降伏、占領された。そして、1951 年の ②  平
和条約の締結により、翌 52 年に独立を回復した。しかしながら、沖縄は、引き続きアメリカ
の執政権の下に置かれた。平和条約と同時に締結された A  条約によって、アメリカ軍の
駐留と基地を提供することが決められた。沖縄が本土復帰をむかえるのは B  年のことで
あるが、例えば、 ③  大学に隣接する C  飛行場のように、現在も多くの米軍基地を抱
えている。
　同条約は、1960 年に大幅な改定が行われ、現行の条約となっている。これに当たりアメ
リカ軍が起こした戦争に日本が自動的に巻き込まれるのではないかという批判が高まった
が、政府は ④  制度があるので、その懸念はないとした。しかし、1991 年の湾岸戦争の
際、「 ⑤  」を大幅に超えて、沖縄の米軍が直接投入された。また、現行の条約と同時に、

⑥  協定が締結された。これは、在日米軍の日本における地位や基地の使用について規定し
たものである。同協定の問題点の１つとして、米兵犯罪等の第一次裁判権が ⑦  に認めら
れていること等があり、沖縄側は改定を求めているが、日米両政府は ⑧  で対処している。
　そして、1978 年に ⑨  が決められてからは、日米の共同演習などが活発となり、1978 年
度予算からは、いわゆる D  予算といわれる在日米軍の駐留経費の一部を日本側が負担す
ることになった。
　このように、日本は、アメリカの軍事戦略に組み込まれていったが、特に、在日米軍の約 

⑩  割をかかえる沖縄にとっては、 C  飛行場の E  への移設など、在日米軍の再編
は重要な問題である。

問１　空欄 A  ～ E  に当てはまる語句を解答欄に書きなさい。（各２点）

問２　空欄 ①  ～ ⑩  に当てはまる語句として、最も適切なものを下記の【語群】から
選び、ア～ノの記号を解答欄に記入しなさい。（各 1 点）

【語群】
　ア　カイロ イ　サンフランシスコ ウ　日本 エ　事前報告
　オ　運用改善 カ　日米防衛協力のための指針 キ　事後報告 ク　事前協議
　ケ　沖縄国際 コ　ポツダム サ　ソチ シ　極東 ス　亜細亜
　セ　現状維持 ソ　ベルリン タ　日米投資イニシアティブ チ　クリミア
　ツ　事後協議 テ　琉球 ト　アメリカ ナ　９ ニ　日米地位
　ヌ　拒否した ネ　日米行政 ノ　７
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Ⅲ．空欄 A  ～ E  に当てはまる語句を解答欄に書きなさい。（各２点）

　2019 年には参議院議員選挙が行われたが、参議院は A  とともに国会を構成しており、
日本国憲法 41 条によると、国会は、国権の B  であり、国の唯一の C  である。また、
同 46 条によると、参議院の任期は D  年であり、同 47 条によると、３年ごとに議員の半
数が E  される。
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Ⅳ．次の文章を読んで、以下の問いに答えなさい。

　「貧困線」とは人間が最低生活を維持するのに必要な水準をいう。19 世紀末イギリスのラウ
ントリー（B.S.Rowntree）による命名以来、「貧困の絶対的水準」の設定から始まり、現在では
時代の変化に応じて変わる「貧困の相対的水準」の設定に移ってきている。日本の生活保護水
準も、その一つである。
　貧困な人々は、貧しさゆえに身の回りの自然資源や自然環境を収奪的、破壊的に利用するこ
とで、結果として、さらにいっそう貧困な状態に陥っていく。このような悪循環を「貧困と環
境破壊の悪循環」と呼んでいる。この表現は、ミュルダール（G.Myrdal）やヌルクセ（R.Nurkse）
による「貧困の悪循環」論の影響を受けている。
　離婚の増加や高齢化とともに、アメリカでは女性世帯主家族が増加している。貧困ライン以
下にある世帯の半分が、女性世帯主家族である。日本では「母子家庭」とも呼ばれる。「貧困
の女性化」と呼ばれる現象は、男女の賃金格差などの性差別的な社会構造に起因しているとも
指摘されている。
　日本では、こどもの貧困問題も指摘されている。2016 年４月に沖縄県が公表した沖縄県調査
による子どもの貧困率は 29.9％（『沖縄県子どもの貧困実態調査結果概要』）で、これは全国平
均の 16.3％（内閣府『平成 27 年版　子ども・若者白書』2015 年６月）の約２倍の数値となっ
ている。
　沖縄県は「貧困率」も全国平均の 18.3％に比べ 34.8％と高く、「ワーキングプア率」も全国の
9.7％に比べ 25.9％と、やはり沖縄県は全国で突出して高い割合を示している。沖縄県内に困窮
した児童が多いのも、こうした環境の連鎖の結果だと考えられている。（戸室健作『都道府県
別の貧困率、ワーキングプア率、子どもの貧困率、捕捉率の検討』2016 年３月）

問１　開発途上国の貧困がなかなか解決されないのは資本形成の点で悪循環が存在しているた
めとされている。「資本供給面」と「資本需要面」の悪循環を示す図式をア～エから一つ
選びなさい。（各１点）

①　「資本供給面」の悪循環

　ア　低投資誘因 ➡ 低生産性 ➡ 低実質所得 ➡ 低購買力 ➡ 低投資誘因
　イ　低生産性 ➡ 低実質所得 ➡ 低投資 ➡ 低購買力 ➡ 低生産性
　ウ　低実質所得 ➡ 低生産性 ➡ 低購買力 ➡ 低投資 ➡ 低実質所得
　エ　低購買力 ➡ 低投資誘因 ➡ 低生産性 ➡ 低実質所得 ➡ 低購買力

②　「資本需要面」の悪循環

　ア　資本不足 ➡ 低生産性 ➡ 低実質所得 ➡ 低貯蓄能力 ➡ 資本不足
　イ　低生産性 ➡ 資本不足 ➡ 低実質所得 ➡ 低貯蓄能力 ➡ 低生産性
　ウ　低実質所得 ➡ 低生産性 ➡ 低貯蓄能力 ➡ 資本不足 ➡ 低実質所得
　エ　低貯蓄能力 ➡ 低生産性 ➡ 低実質所得 ➡ 資本不足 ➡ 低貯蓄能力
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問２　貧困問題に関連する以下の説明に対する用語を、下記の【語群】から選び記号で答えな
さい。（各１点）

①　貧困層に対する無担保・低金利の少額融資。
②　人が財やサービスを用いてさまざまな選択肢の中から自分のしたいことを自由に選択し達

成できる可能性。
③　発展途上国の商品を国際相場より少し高めの価格で継続的に取り引きし、所得の安定と安

全な作物提供を図ること。
④　経済ピラミッドの底辺もしくは基盤を意味する言葉で、年間3,000ドル以下の所得層を指す。
⑤　一切の再配分を拒否し、あらゆる権利や自由が平等に与えられることのみを求める。

【語群】
　ア　リバタリアン イ　BOP ウ　ケイパビリティーアプローチ
　エ　マイクロクレジット オ　フェアートレード カ　BHN キ　UNDP

問３　「貧困率」について、以下の文の空欄を埋めなさい。（２点）

貧困率とは、所得が国民の「　　　　」値の半分に満たない人の割合。相対的貧困率。
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Ⅴ．次の文章を読んで、以下の問いに答えなさい。

　世界経済は東西冷戦が終わった 1990 年代以降、多くの国々が市場経済に移行し、ヒト、モノ、
サービス、カネ、情報が地球的規模で移動するグローバリゼーションが急速に進展した。それ
ぞれの国が得意分野で重点的な経済活動を行う国際分業も加速している。特定の国や地域の間
で自由貿易協定を締結する動きも進み、ヨーロッパでは欧州共同体（EC）が域内の非関税障壁
を撤廃し、市場統合を達成。1993 年にはマーストリヒト条約を発効させ、欧州連合（EU）へ
と発展した。1999 年には共通通貨ユーロを導入し、2002 年から流通し、世界共通通貨として
認知されている。
　北米では 1994 年にアメリカ、カナダ、メキシコの三カ国が北米自由貿易協定（NAFTA）を
発足し、貿易と投資の自由化を進めてきた。南米では関税同盟となる南米南部共同市場（メル
コスール＝ MERCOSUR）を発足させている。

問１　国際経済に関する以下の用語について、最も適切なものを下記の【語群】から選び、記
号で答えなさい。（各１点）

　①　EPA ⑥　デフォルト
　②　FTA ⑦　ハードカレンシー
　③　TPP ⑧　キーカレンシー
　④　WTO ⑨　ファンダメンタルズ
　⑤　IMF ⑩　フィンテック

【語群】
　ア　自由貿易協定 イ　経済連携協定 ウ　世界貿易機関 エ　国際通貨基金
　オ　債務不履行 カ　国際決済通貨 キ　基軸通貨 ク　経済の基礎的条件
　ケ　環太平洋経済連携協定（環太平洋パートナーシップ） コ　金融技術
　サ　アジアインフラ投資銀行 シ　アジア開発銀行 ス　ユーロ圏

問２　1997 年から 1998 年にかけて大規模な通貨危機がアジアで起きた。アジア通貨危機を引
き起こした私募債を中心とする投資集団は、何と呼ばれているか。（２点）

問３　2007 年から 2008 年にアメリカでサブプライムローンに関係する大手金融機関の破綻に
端を発した株の暴落を、何というか。（２点）

問４　2009 年 10 月にギリシアの財政赤字の粉飾が発覚し、ギリシア国債（ソブリン債）の暴落、
世界株価の下落となった通貨・金融・財政危機の総称は、何と呼ばれているか。（２点）
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Ⅵ．下記の問いに答えなさい。

問１　マネーサプライ（マネーストック）の説明文で正しいものを下記から選び、記号で答え
なさい。（１点）

ア　金融機関と中央銀行を除いた企業、家計、地方政府などの通貨保有主体が保有する通貨
残高。

イ　金融機関と中央銀行を含めた企業、家計、地方政府などの通貨保有主体が保有する通貨。
ウ　金融機関と中央銀行を含めた企業、家計、地方政府、中央政府などの通貨保有主体が保有

する通貨残高。

問２　マネーサプライが適正かどうか、GDP でマネーサプライを割って図る指標を何というか。
（２点）

問３　ハイパワード・マネーの何倍ものマネーサプライを生む状態を何というか。（２点）

問４　マネーサプライがハイパワード・マネーの何倍になったかを示す比率を示す経済用語は
何か。（２点）
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Ⅶ．次の文章を読み、下記の問いに答えなさい。

　資本主義経済は、産業革命を経て 19 世紀前半にほぼ確立した。初期の資本主義は、 ①  
を中心に機械制大工業を発展させたが、多くの産業では、比較的規模の小さな企業による自由
競争が営まれていた。イギリスの経済学者アダム＝スミスは、市場での自由競争によって経済
が調整され、結果的に社会の富が増えていく過程を、神の「見えざる手」と表現した。こうし
た段階の資本主義を ②  、あるいは産業資本主義という。
　19 世紀後半には、製鉄業を中心に技術革新がおこり、 ③  が発展した。巨大な資本を必
要とする重化学工業の発展に合わせて、多くの資本を集めやすい ④  が普及した。株式や
債券を取引する ⑤  も発達した。巨額の利潤を蓄積して資本を集積し、規模の拡張を図っ
たり、他の企業を吸収・合併することで資本の集中を図ったり、市場支配力を強める企業も次々
に登場する、いわゆる独占資本主義の時代を迎えることになった。

問１　空欄 ①  ～ ⑤  に当てはまる語句として、最も適切なものを下記の【語群】から
選び、ア～トの記号を解答欄に記入しなさい。（各１点）

【語群】
　ア　独占資本主義 イ　自由競争的資本主義 ウ　証券市場 エ　生命保険
　オ　債券 カ　公設市場 キ　損害保険 ク　株式会社
　ケ　有限会社 コ　合名会社 サ　製鉄業 シ　繊維産業
　ス　機械制大工業 セ　重化学工業 ソ　18 世紀前半 タ　18 世紀後半
　チ　19 世紀前半 ツ　アダム＝スミス テ　フリードマン ト　テンニエス

問２　「独占資本主義」、「共産主義」、「社会主義経済」に関する記述を選び、記号で答えなさい。
（各１点）

ア　独占利潤の法則の作用を特徴とするもの。
イ　私有財産制度を廃止し、生産手段の共有と消費手段の共有化を唱える思想及び運動。
ウ　生産手段の社会的所有に基づき、社会全体の生産と消費を計画によって調整し、各人の

労働に応じて所得の分配を行う経済のこと。
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Ⅷ．以下の経済学の主要著作の著者名を下記の【語群】から選び、ア～コの記号を解答欄に記入
しなさい。（各 1 点）

①　「資本論」
②　「統治二論」
③　「21 世紀の資本」
④　「大転換」
⑤　「帝国主義」
⑥　「経済発展の理論」
⑦　「雇用・利子および貨幣の一般理論」
⑧　「ゆたかな社会」
⑨　「貧困の克服」
⑩　「人口論」

【語群】
　ア　マルサス イ　セン ウ　マルクス エ　ガルブレイス
　オ　ケインズ カ　ピケティ キ　レーニン ク　ポランニー
　ケ　ロック コ　シュンペーター




